
表層型MHの研究開発

「生産技術の研究開発」の進捗状況概要

2026年 2月18日
「表層型メタンハイドレートの研究開発」2025年度研究成果報告会

本研究は，経済産業省「国内石油天然ガスに係る地質調査・メタンハイドレートの研究
開発等事業（メタンハイドレートの研究開発）」の一環として実施した。
関係各位に対し，謝意を表する次第である。

産業技術総合研究所
エネルギープロセス研究部⾨ 天満 則夫
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生産技術の開発 フェーズ開始時の計画

【⽬標】
n 表層型メタンハイドレートの回収技術に関する調査研究成果の取りまとめ、評価を⾏い、有望な回収・⽣産技術を特定する。
n 表層型メタンハイドレートの回収・⽣産に係る要素技術等の研究開発を⾏い、成果の評価や検証等を通じて、⽣産システムの
具現化に向けた検討を⾏う。

【実施内容】
１．これまでの調査研究の評価と有望技術の特定に向けた検討
2016年度に「表層型メタンハイドレートの回収技術に関する調査研究」を開始し、①表層型メタンハイドレートを回収する原
理等、②回収に伴い想定される事象への対応、③環境影響に関する検討等の調査研究を⾏ってきた。
2019年度は、これらの調査研究結果を取りまとめ、評価し、有望な回収・⽣産技術を特定する。

２．回収・⽣産技術の研究開発
① 要素技術開発

評価結果を踏まえ、表層型メタンハイドレートの回収やガス⽣産技術の確⽴に必要な、採掘・ガス分離・揚収等の要素技
術を中⼼に、陸上での実験やシミュレーションによる解析等を通じた研究開発を実施する。また、その成果を評価するとと
もに、有望な技術については海洋での検証を⾏う。

② ⽣産システムの検討
海洋産出試験に向けて、表層型メタンハイドレートの回収・⽣産に必要な採掘・ガス分離・揚収技術等を統合する⽣産シ
ステムについて検討を⾏う。

＜第34回メタンハイドレート開発実施検討会資料6 (2019/10/16)＞ https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/methane_hydrate/pdf/034_06_00.pdf
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１．これまでの調査研究成果の評価と有望技術の特定に向けた検討

3

令和元年度（2019年度）、これまでに実施してきた「回収技術に関する調査研究」について、産総研内に設置した「表層型メタンハイドレート回収技術評価委員
会」において、調査研究成果を評価し、調査研究実施機関との調整を経て、「要素技術」（掘削技術・分離技術・揚収技術）と「共通基盤技術」に分類し、分野
ごとに有望技術を特定。

表層型メタンハイドレートの回収・⽣産技術の研究開発

【採掘】⼤⼝径ドリル⽅式

【分離】
船上分離⽅式

【揚収】
ガスリフト⽅式

【採掘】吊り下げ式縦掘型掘削機⽅式

【分離】
海底分離⽅式

【揚収】
⽔中ポンプ⽅式

要素技術(採掘・分離・揚収)

【有望技術の特定に関する過程】
Ø 令和元年10⽉7⽇:委員会において、評価⽅針を策定
Ø 令和元年11⽉12〜29⽇:各実施機関から提出されたプレゼンテーション資料を基に事前評価を実施
Ø 令和元年12⽉5⽇、12⽇:各実施機関によるプレゼンテーションを基に本評価を実施
Ø 令和２年2⽉28⽇:委員会において、評価を最終決定するとともに、有望技術を特定

【出典】 メタンハイドレートの研究開発事業 中間評価 補⾜説明資料 資料8

表層型メタンハイドレートの回収技術に関する調査研究

②海底鉱物資源採取システム
の原理を基にした回収⽅法

③地層内でメタンガスと⽔に
分解させ、井⼾からガスを⽣
産する⽅法

④閉鎖環境下でｳｫｰﾀｰｼﾞｪｯﾄに
よってハイドレートを削り、
回収する⼿法

⑤ドーム状の膜構造物を利⽤
したメタンプルームを含めた
回収⼿法

⑥既存の深海掘削技術に
よる回収⼿法

①資源回収船から垂直に掘
削装置をつり下げて掘削す
る⽅法

膜構造物の利活⽤に関する技術開発
貯留層物性・MH分解挙動の検討

共通基盤技術
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２．回収・⽣産技術の研究開発／①要素技術開発 ②⽣産システムの検討
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• 表層型メタンハイドレートの⽣産技術を「要素技術」（採掘技術・分離技術・揚収技術）について評価を踏まえ、各分野ごとの技術開発及び
⽣産システムとして最も優れた組み合わせの検討を実施。

揚収技術

採掘技術

分離技術

要素技術 共通基盤技術
要素技術との組み合わせの検討や⽣産システム
としての検討を⾏う上で必要な技術開発を実施。

【膜構造物の利活⽤】
・東京海洋⼤学グループ
【貯留層物性・メタンハイドレート分解挙動の検討】
・⿃取⼤学グループ

要素技術の開発や⽣産システムの検討に必要な
調査・研究を実施。

ガスリフト⽅式

膜構造の利⽤ 泥層内の分解挙動の把握のため
の物性測定

精密地下構造探査の⼀例

海⽔サンプリング
（CTD-RMS）

分⼦レベルの同位体分析

【海洋調査・環境影響評価等】
・産業技術総合研究所

【⼤⼝径ドリルを⽤いた広範囲鉛直採掘⽅式】 ・三井海洋開発グループ

掘削性能に関する陸上試験の結果や技術課題の更なる検討は必要で
はあるものの、掘削⾯に対する柔軟な対応が期待でき、操作性や環境負
荷の⾯からも⼤⼝径ドリルの検討を今後は優先すべきである。

⼤⼝径ドリルを⽤いた広範囲鉛直採掘⽅式をベースとして、他の要素技術(分離/揚収)の組み合わせ
も考慮し、⽣産システムとして最も優れた組み合わせの検討を進める。

どちらの⽅式にも優位性と課題があるため、MH
特有の問題を考慮しつつ、他の要素技術(掘削
/分離)との組み合わせや全体システムも念頭に
おいて技術開発を進めるのが望ましい。

MH、泥の⽐率が変動するため、現状では海底での
分離は困難と考えられる。
⼀⽅で、船上分離⽅式でも分離効率に関する更な
る技術検討に加えて泥⽔処理に関する法的整理も
進めていくべきである。

引き続き、研究開発ステージ毎に評価し、⽣産システムとして最も優れた組み合わせの検討を実施。

⽔中ポンプ⽅式
（海底熱⽔鉱床パイロット試験の⽔中

ポンプ（JOGMEC提供））

【出典】 メタンハイドレートの研究開発事業 中間評価 補⾜説明資料 資料8

【②⽣産システムの検討】
各要素技術の進捗を踏まえ、
⽣産システムの検討を実施
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２．回収・⽣産技術の研究開発／①要素技術開発
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２．回収・⽣産技術の研究開発／①要素技術開発（採掘技術）
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三井海洋開発(株)提供

ü 海底下数10ｍにおける軟泥地盤を想定した模擬地盤にて掘削機能を確認する陸上試験を2022年10⽉20⽇に実施。
また、⼤型氷を⽤いた掘削性能試験を2023年2⽉に実施。

掘削装置外観

⼤⼝径ドリルを⽤いた広範囲鉛直採掘⽅式のための陸上試験
【三井海洋開発(株)・⽇本⼤学・北⾒⼯業⼤学・北海学園⼤学】

【出典】 第42回開発実施検討会 資料5を⼀部加筆

ラウンドシャンクスクレーパ＆リッパ での試験結果例

掘削前 掘削後

掘削刃により掘削物の形状に違いが⾒られた

※ドリルおよび
カッターは、
MHWirth製
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２．回収・生産技術の研究開発／①要素技術開発（採掘技術）
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ü 北⾒での掘削試験で得られた有⽤なデータ等を基に、ドリルの⼩型化などを考慮したコンパクトな改良型掘削システムの概
念設計完了

ü また、⼩型掘削装置を⽤いた室内試験で取得した荷重やトルク結果は、掘削性能試験と同様な傾向が得られたため、様々な
様態での掘削抵抗（強度）評価の実施など、様々な研究開発を継続中

【出典】 表層型MHの研究開発 2023年度研究成果報告会
広範囲鉛直掘削法による回収技術開発－掘削性能試験結果－ 資料の⼀部抜粋

大口径ドリル方式による設計指針の検討

ボール盤を改良した小型掘削装置
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２．回収・生産技術の研究開発／②生産システムの検討
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大口径ドリル方式による開発システムを従来型から、コンパクトな改良型掘削システムへ変更し、既存船にて検討する方針に見直
し

⾒直し案の流れドリル径(Φ7.12m)

ドリル径(既存船に搭載可能なサイズ)

技術検証

既存船に⼤⼝径ドリル⽅式の改良型
掘削システムを搭載し、商業化で想
定している掘削量について技術検証

⼤⼝径ドリル⽅式／ライザー⼀体型

ナミビア沖の海底ダイヤ
モンド採掘に⽤いたドリ
ルビットと同サイズ

フェーズ当初案

ドリル径をスケールアップ

北⾒ではφ2.65mの
掘削性能試験を実施

北⾒での掘削性能試験
の結果から、FSの掘削
量 を達成できる可能性

がある

FSの掘削想定量

「ちきゅう」を含めた既
存船で試験実施を検討

OK!
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２．回収・生産技術の研究開発／①要素技術の開発②生産システムの検討

9

ü 揚収/分離技術に関して、揚収管内での固気液三相流の流動特性を扱える数値シミュレータの研究開発や船上での効率的なガス分離に関する検討
等を行った。

ü 北見での陸上性能試験結果の知見を基に、回収物の違い等を考慮した要素技術の開発を継続している。例えば、揚収管内におけるMHの相変化も
含めた固気液の流動特性など特有の問題に関するデータ取得などを進めている。

ü 生産システム全体におけるコンセプト検討を引き続き、進めていく必要がある。
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国立研究開発法人

産業技術総合研究所

【採掘技術】 対応中の主な課題（民間企業、大学等）
・大口径ドリル方式による設計指針の検討

・設計指針に資するための原位置でのMH産状評価手法の開発
・表層型MHを含んだ地盤の強度評価手法の開発
・深海底浅層部の地盤情報に関する評価検討

・採掘時の粒状体拡散に関する解析作業

【揚収技術】 対応中の主な課題（大学等）

・ガスリフト法による揚収制御技術の検討

・管内固気液三相流動場における超音波計測技術の開発

・管内固気液三相流動場における超音波計測データ解析手法の開発

・揚収時の流体流動制御に関するインヒビターの適用性検討

【分離技術】 対応中の主な課題（民間企業）
・MH分離後の泥水排出方法検討

情報共有・連携

【生産システムに係る検討】

・表層型MH生産システムに係る研究紹介（産総研）

要素技術

生産技術の開発 【研究体制】


